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具体的想定される協力内容
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関係行政・他道路会社 ＮＥＸＣＯ 災害協力会社等

本社
対策本部

支社（現地）
対策本部

保全ＳＣ
工事事務所
対策本部

地域災害協力業者：２６７社

内閣府・国交省
高速道路機構

ＮＥＸＣＯ東・西
首都高速・阪高・本四

都・県対策本部
（管内１２都県包括協定締結済み）

地方整備局
（中部地方整備局）

市町村対策本部

大手建設会社：１５７社

防災エキスパート：１３７名

建設コンサルタンツ協会：８支部

地元工事請負業者

①広域支援

②情報交換

③支援要請
大手資材メーカー：１３社

日本橋梁建設協会

プレストレスト・コンクリート建設業協会

日本支承協会

ゴム支承協会

日本道路ジョイント協会

災害応援

地域支援

地域支援

応急復旧業務
（点検・工事等指示） H24.3.27 協定締結

自衛隊
（中部方面総監隊）

※会社単位でこのような協定を締結するのは、今回が全国初となる。

災害時に想定される応急復旧の防災体制の構築

Ｈ24.3.22 協定締結済

Ｈ24.2.27 協定締結済
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１．被災箇所に対する応急復旧要請

NEXCOと橋梁関係５協会間の相互連絡が可能となる。協

力応援要請に応じた会社と連携を図り、道路構造物の安全

確認作業や、被災箇所においては詳細点

検に伴う損傷状況の把握、補修に向けた

対応策の計画・立案提案が可能となる。

２．保有資機材等の確保・提供

被害を受けた橋梁において、本復旧を見据え

た復旧計画で応急復旧等に必要となる資機材

や復旧業務に従事する労務の確保、提供が可

能となる。
資機材・
労務
の提供

３．応急復旧業務の実施

協力要請に応じた会社にて保有している資機材、労務にて応急復旧業務を実施。被災から復旧作業ま

で相互連携を図ることで、現地対応がよりスムーズになる事が見込まれ、速やかな東西交通の確保が可能

となる。

ＮＥＸＣＯ中日本における災害時に想定される応急復旧業務

点検作業の実施

橋梁関係５協会との具体的に想定される協力内容
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設立：１９６４年（昭和３９年）６月１２日建設大臣の設立許可を受け、「社団法人日本橋梁建設協会」として
現在に至っています。

目的：橋梁建設業の健全なる発達を図ることにより国土の開発を推進し、もって公共の福祉増進に寄与す
ることを目的としています。

事業：
１.橋梁建設に関する技術の調査、研究ならびに試験
２.橋梁建設に関する資料の収集、編纂、刊行
３.橋梁建設に関する啓発、宣伝
４.橋梁建設に関し政府機関、公共団体および学術団体等に対する建議および意見の具申
５.第１項に掲げる事業に関する業務の受託
６.その他本会の目的を達成するために必要な事業

社団法人 日本橋梁建設協会

会員数：３７社

会員名
㈱ＩＨＩ ㈱大島造船所 ㈱ｻｸﾗﾀﾞ ㈱東京鐵骨橋梁 日本橋梁㈱ 三井造船㈱ ㈱横河ﾌﾞﾘｯｼﾞ

㈱IHIｲﾝﾌﾗｼｽﾃﾑ 片山ｽﾄﾗﾃｯｸ㈱ 佐藤鉄工㈱ 東鋼橋梁㈱ 日本車輛製造㈱ 三井造船鉄構工事㈱

㈱IHIｲﾝﾌﾗ建設 川田建設㈱ 山九㈱ ㈱巴ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 日本鉄塔工業㈱ 三菱重工鉄構ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

㈱ｱﾙｽ製作所 川田工業㈱ JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ ㈱名村造船所 函館どつく㈱ 宮地ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

宇野ﾌﾞﾘｯｼﾞ㈱ ㈱釧路製作所 高田機工㈱ ㈱楢崎製作所 日立造船㈱ 横河工事㈱

宇部興産機械㈱ ㈱駒井ﾊﾙﾃｯｸ 瀧上工業㈱ 日鉄ﾄﾋﾟｰﾌﾞﾘｯｼﾞ㈱ 古河産機ｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ ㈱横河住金ﾌﾞﾘｯｼﾞ

財団法人 日本橋梁建設協会HPより引用

≪参考≫ 各協会の沿革
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設立：1955年、専業者によりPC工業協会として発足した当協会は、その後一般建設業者の参加も得て、
現在会員数32社と、わが国におけるPC工事のほとんどを手がけている業者の団体にまで発展してお
ります。PC建設業界の健全な進歩と発展を図り、それをもって社会インフラの整備拡充および人々
の生活を豊かにする開発を究極的目標として、調査・研究と技術の普及に研鑽を積み重ねておりま
す。

目的：わが国におけるプレストレストコンクリート建設業の健全な進歩発展を図り、もって国土の秩序ある開
発と公共の福祉の増進に寄与することを目的としています。

事業：
1.PC建設工事の進歩改善に関する調査研究及びその促進
2.PC建設工事に関する資料の収集、編集及び刊行
3.PC建設工事に関する啓発宣伝及び技術者の育成
4.PC建設工事に関し、政府機関、公共団体等に対する建議及び意見の具申
5.関係団体との連絡協調
6.その他本会の目的を達成するために必要な事項

社団法人 プレストレスト・コンクリート建設業協会

会員数：３１社（正会員）

会員名
㈱IHIｲﾝﾌﾗ建設 オリエンタル白石㈱ 極東興和㈱ ㈱鴻池組 鉄建建設㈱ ㈱ﾋﾟｰｴｽ三菱 横河工事㈱

㈱愛橋 鹿島建設㈱ ㈱熊谷組 清水建設㈱ ﾄﾞｰﾋﾟｰ建設工業㈱ 東日本ｺﾝｸﾘｰﾄ㈱

㈱安部日鋼工業 川田建設㈱ 黒沢建設㈱ 昭和ｺﾝｸﾘｰﾄ工業㈱ 日本高圧ｺﾝｸﾘｰﾄ㈱ ㈱富士ﾋﾟｰ･ｴｽ

㈱ＳＮＣ 関西ﾋﾟｰ･ｴｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ㈱ ㈱建研 ㈱錢高組 日本ｻﾐｺﾝ㈱ 前田製管㈱

㈱大林組 機動建設工業㈱ ｺｰｱﾂ工業㈱ 大成建設㈱ ㈱日本ﾋﾟｰｴｽ 三井住友建設㈱

≪参考≫ 各協会の沿革
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設立：日本支承協会は、戦後飛躍的進歩をとげた橋梁技術の一環として、且つ橋梁建設上不可欠の機能を有
する支承について、その研究・開発を促進するため、昭和45年8月に支承製造業者および関係グループ
業者によって設立されました。

目的：橋梁、高架橋等構造物の各種支承等に関する技術の調査、研究を行い、我が国の橋梁建設技術の発
展と支承事業の健全な発展を図りもって、公共の福祉の増進に奇与することを目的としています。

事業：
1. 支承等に関する技術向上のための、調査、研究
2. 支承等に関する諸資料の収集、編纂、普及
3. 支承等に関し、政府機関、公共団体及び学術団体等に対する意見の具申
4. 関係団体との連絡協調
5. 支承等に関する、研究、設計等の業務の受託
6. 海外の公共団体及び学術団体と支承等に関する研究、設計、調査等の交流並びに情報交換の協力
7. その他本協会の目的を達成するために必要な事業

社団法人 日本支承協会

会員数：３０社

会員名
青柳鋼材興業㈱ ㈱川金運輸 ㈱菰下精密溶断 ㈱大東製作所 内外ﾏﾃﾘｱﾙ㈱ ﾊﾟｰｶｰ加工㈱

㈱浅善鉄工所 ㈱川金ｺｱﾃｯｸ 三協ｵｲﾙﾚｽ工業㈱ ㈱高砂商店 ㈱西村鐵工所 ﾋｰﾄﾛｯｸ工業㈱

ｵｲﾚｽ工業㈱ 共立産業商事㈱ ㈱島田鋳造所 ㈱ﾀﾞｯﾄ興業 日東亜鉛㈱ ㈱ﾌｸﾀﾞｺｳｷ

㈱大和田工機 呉羽製鋼㈱ ｼｮｰﾎﾞﾝﾄﾞ建設㈱ ㈱ﾃﾂｹﾞﾝ商事 日本鋳造㈱ 丸大鋼材㈱

ｵｰｴﾑ工業㈱ 粂田鋼材㈱ 大東金属㈱ ㈱土井鋼材 ㈱ﾉﾅｶﾞｾ 横浜ｶﾞﾙﾊﾞｰ㈱

≪参考≫ 各協会の沿革



6

設立：社団法人日本道路協会による「道路橋支承便覧」および「道路橋支承標準設計」の平成３年度改訂にあ
たり、ゴム支承の設計、製造および検査等について諮問され実績のある９社が平成２年５月「ゴム支承設
計連絡会」を発足させました。平成３年７月「道路橋支承便覧」改訂版発行に伴い、設計連絡会を発展
的に解消し、平成３年１０月「ゴム支承協会」を設立致しました。

目的：ゴム支承における一層の技術向上を計り、信頼度の高いゴム支承を供給して道路橋梁産業の発展に寄
与することを目的としています。

事業：
1. ゴム支承等に関する技術向上のための、調査、研究
2. ゴム支承等に関する諸資料の収集、編纂、普及
3. ゴム支承等に関し、政府機関、公共団体及び学術団体等に対する意見の具申
4. 関係団体との連絡協調
5. その他本協会の目的を達成するために必要な事業

ゴム支承協会

会員数：８社

会員名
ｵｲﾚｽ工業㈱ 山陽化学㈱ 東海ｺﾞﾑ工業㈱ 東京ﾌｧﾌﾞﾘｯｸ工業㈱ ﾆｯﾀ㈱ ㈱ﾋﾞｰﾋﾞｰｴﾑ

㈱ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ 横浜ゴム㈱

≪参考≫ 各協会の沿革
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設立：昭和５１年８月に橋梁用伸縮装置メーカーをはじめとした関連企業７社により「日本ジョイント懇話会」を発
足させました。昭和５３年６月には新たに１社が加わり、「日本道路ジョイント協会」が設立されました。平成
4年３月には新たに４社が加入しています。

目的：時代のニーズにこたえるべく伸縮装置の開発・改良を重ね、道路整備発展に寄与することを目的としてい
ます。

事業：
1. 伸縮装置に関する技術向上のための、調査、研究
2. 伸縮装置に関する諸資料の収集、編纂、普及
3. 伸縮装置に関し、政府機関、公共団体及び学術団体等に対する意見の具申
4. 関係団体との連絡協調
5. その他本協会の目的を達成するために必要な事業

日本道路ジョイント協会

会員数：１３社

会員名
ｱｵｲ化学工業㈱ ｼｮｰﾎﾞﾝﾄﾞ建設㈱ 中外道路㈱ ﾆｯﾀ㈱ 日本鋳造㈱ ｴｺｼﾋﾞｯｸｴﾝｼﾞ㈱

㈱橋梁ﾒﾝﾃﾅﾝｽ 秩父産業㈱ 東京ﾌｧﾌﾞﾘｯｸ工業㈱ 日本橋梁工業㈱ ﾋｰﾄﾛｯｸ工業㈱ 日本ﾛｰﾄﾞ･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱

㈱川金コアテック

≪参考≫ 各協会の沿革


